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1. 概要 

  本資料は，Ⅵ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」に示すとおり，原

子炉補機海水系配管及び弁（取水槽），高圧炉心スプレイ補機海水系配管及び弁（取水槽），非常

用ディーゼル発電設備（燃料移送系）配管及び弁（屋外），高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電

設備（燃料移送系）配管及び弁（屋外）並びに非常用ガス処理系配管及び弁（以下「配管及び

弁」という。）が，竜巻時及び竜巻通過後においても，主要な構造部材が構造健全性を保持し，

各配管及び弁の機能を維持することを確認するものである。 
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2. 基本方針 

配管及び弁について，Ⅵ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「3.2 

機能維持の方針」，「4. 荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界」及び「5. 強度評価方法」を踏

まえ，配管及び弁の「2.1 位置」，「2.2 構造概要」，「2.3 評価方針」及び「2.4 適用規格・

基準等」を示す。 

 

2.1 位置 

Ⅵ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「3.2 機能維持の方針」

に示すとおり，配管及び弁の位置図を図 2－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2－1 配管及び弁の位置図 
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 2.2 構造概要 

Ⅵ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「3.2 機能維持の方針」

に示す構造計画を踏まえて，配管及び弁の構造を設定する。 

配管及び弁は，配管本体及び弁で構成され，支持構造物により床，壁等から支持する構造と

する。配管及び弁の概略構造図を図 2－2 に，各エリアの配管及び弁の配置図を図 2－3，図 2

－4に示す。 

 

図 2－2 配管及び弁の概略構造図 

 

図 2－3 原子炉補機海水系配管及び弁並びに高圧炉心スプレイ補機海水系配管及び弁の配置図 

 

床

壁

弁

配管本体

支持構造物
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図 2－4 非常用ディーゼル発電設備（燃料移送系）配管及び弁，高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電設備（燃料移送系）配管及び弁並びに非常用ガス処理系配管及び弁の配置図 

 

2.3 評価方針 

配管及び弁の強度評価は，Ⅵ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の

「4. 荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界」を踏まえ，配管及び弁の評価対象部位に生じる

貫入及び応力等が，許容限界に収まることを「3. 強度評価方法」に示す方法により，「4. 評

価条件」に示す条件を用いて計算し，その結果を「5. 強度評価結果」に示す。 

評価対象部位は，その構造を踏まえ，設計竜巻による荷重とこれに組み合わせる荷重（以下

「設計荷重」という。）の作用方向及び伝達過程を考慮し，選定する。 

 

(1) 衝突評価の評価方針 

配管及び弁の衝突評価の方針を以下に，衝突評価フローを図 2－5に示す。 

・竜巻防護ネット等を設置する場合に考慮する飛来物である砂利の貫通限界厚さが外殻

を構成する部材の厚さから計算上必要な厚さを差し引いた残りの厚さ未満であること

を確認する。 

・貫通限界厚さは，「タービンミサイル評価について（昭和 52年 7月 20 日原子炉安全専

門審査会）」で用いられている式を準用し，Ⅵ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施

設の強度計算の方針」の「5. 強度評価方法」に示す衝突評価が必要な機器の評価式

を用いて，算出する。 

・許容限界は，Ⅵ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「4.2 

許容限界」に示す，外殻を構成する部材の厚さから計算上必要な厚さを差し引いた残

りの厚さとする。 
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設計竜巻による荷重 

 

評価対象部位の選定 

 

荷重及び荷重の組合せの設定 

 

貫通限界厚さの計算 

 

評価対象施設の外殻を構成する部材の厚さから計算

上必要な厚さを差し引いた厚さとの比較との比較 

図 2－5 配管及び弁の衝突評価フロー 

 

(2) 構造強度評価の評価方針 

配管及び弁の構造強度評価の方針を以下に，構造強度評価フローを図 2－6に示す。 

・配管及び弁に対し，運転時に作用する荷重，設計竜巻による荷重及び常時作用する荷

重により生じる応力が許容応力以下であることを確認する。 

・配管及び弁に生じる応力は，Ⅵ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算

の方針」の「5. 強度評価方法」に示す評価式を用いて，算出する。 

・許容限界は，Ⅵ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の「4.2 

許容限界」に示す，原子力発電所耐震設計技術指針（ＪＥＡＧ４６０１-1987），原子

力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-

1984）及び原子力発電所耐震設計技術指針（ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版）（以下

「ＪＥＡＧ４６０１」という。）の許容応力状態ⅢＡＳとする。 

 

設計竜巻による荷重 

 

評価対象部位の選定 

 

荷重及び荷重の組合せの設定 

 

応力計算 

 

設定する許容限界との比較 

図 2－6 配管及び弁の構造強度評価フロー 

  



 

6 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
1-
9 
R0
 

2.4 適用規格・基準等 

適用する規格・基準等を以下に示す。 

・建築物荷重指針・同解説（（社）日本建築学会 2004 改定） 

・「タービンミサイル評価について」（昭和 52年 7月 20 日原子炉安全専門審査会） 

・発電用原子力設備規格（設計・建設規格 ＪＳＭＥ Ｓ ＮＣ１-2005（2007 年追補版含

む。））（（社）日本機械学会）（以下「ＪＳＭＥ」という。） 

・原子力発電所耐震設計技術指針（重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補-1984）

（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針（ＪＥＡＧ４６０１-1987）（（社）日本電気協会） 

・原子力発電所耐震設計技術指針（ＪＥＡＧ４６０１-1991 追補版）（（社）日本電気協会） 
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3. 強度評価方法 

3.1 記号の定義 

(1) 衝突評価の記号の定義 

配管及び弁の衝突評価に用いる記号を表 3－1に示す。 

 

表 3－1 衝突評価に用いる記号 

記 号 単 位 説 明 

ｄ m 評価において考慮する飛来物が衝突する衝突断面の等価直径 

Ｋ - 鋼板の材質に関する係数 

Ｍ kg 評価において考慮する飛来物の質量 

Ｔ mm 鋼板の貫通限界厚さ 

ｖ m/s 評価において考慮する飛来物の飛来速度 

 

  



 

8 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
1-
9 
R0
 

(2) 構造強度評価の記号の定義 

配管及び弁の構造強度評価に用いる記号を表 3－2に示す。 

 

表 3－2 構造強度評価に用いる記号 

記号 単位 定義 

Ａ m2/m 単位長さ当たりの受圧面積（風向に垂直な面に投影した面積） 

Ｃ - 風力係数 

Ｄ mm 管外径 

g m/s2 重力加速度 

Ｇ - ガスト影響係数 

ｉ - 
応力係数でＪＳＭＥ PPC-3810(5)c.に規定する値または 1.33 の

いずれか大きい方の値 

Ｌ m 支持間隔 

ｍ kg/m 単位長さ当たりの質量 

Ｍａ N・m 風圧力により作用する曲げモーメント 

Ｍｂ N・m 自重により作用する曲げモーメント 

Ｐ１ MPa 内圧 

Ｐｂ MPa 配管に作用する圧力 

ΔＰｍａｘ N/m2 設計竜巻の最大気圧低下量 

ｑ N/m2 設計用速度圧 

ｒｍ mm 平均半径 

Ｓｐｒｍ MPa 一次応力 

Ｓｙ MPa ＪＳＭＥ付録材料図表 Part5 の表 8にて規定される設計降伏点 

ｔ mm 配管の厚さ 

ＶＤ m/s 竜巻の最大風速 

ＷＰ N/m 単位長さ当たりの気圧差による荷重 

ＷＷ N/m 単位長さ当たりの風圧力による荷重 

ｗ N/m 単位長さ当たりの自重による荷重 

Ｚ m3 断面係数 

σ MPa  最大発生応力 

σＷＰ MPa  気圧差により生じる応力 

σ内圧 MPa 内圧により生じる応力 

σθ MPa 管に生じる周方向応力 

ρ kg/m3 空気密度 
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3.2 評価対象部位 

配管及び弁の評価対象部位は，Ⅵ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方

針」の「3.2 機能維持の方針」に従い，「2.2 構造概要」にて設定している構造に基づき，

設計荷重の作用方向及び伝達過程を考慮し選定する。なお，弁の厚さは配管の厚さに比べ厚

く，弁の評価は，配管の評価に包絡されるため，配管の評価のみ実施する。 

(1) 衝突評価の評価対象部位 

評価において考慮する飛来物の衝突により，配管及び弁に衝撃荷重が作用し貫入する可

能性があるため，貫入によりその施設の機能が喪失する可能性のある箇所を評価対象部位

として選定する。なお，非常用ガス処理系配管及び弁は，建物内に設置しているため，設

計飛来物の衝突を考慮しない。 

配管及び弁の衝突評価における評価対象部位を図 3－1に示す。 

 

 

図 3－1 配管及び弁の衝突評価の評価対象部位 

 

(2) 構造強度評価の評価対象部位 

設計竜巻による荷重は配管本体に作用する。サポート（配管支持構構造物）について

は，建物内外にかかわらず地震に対して耐荷重設計がなされており，配管本体に竜巻によ

る荷重が作用した場合でも，作用荷重は耐荷重以下であり，竜巻による荷重に対するサポ

ートの設計は耐震設計に包絡されることから，配管本体を評価対象部位として選定する。 

配管及び弁の構造強度評価の評価対象部位を図 3－2に示す。 

 

図 3－2 配管及び弁の評価対象部位 

 

 

床

壁

配管本体

評価対象部位 
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3.3 荷重及び荷重の組合せ 

強度評価に用いる荷重及び荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強

度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて示す荷重及び荷重の組合せを用いる。 

(1) 衝突評価の荷重及び荷重の組合せ 

衝突評価において考慮する飛来物として，竜巻防護ネット（ネットの網目寸法 40（mm)）

等をすり抜ける砂利を設定し，砂利の衝撃荷重を評価する。 

衝突評価においては，評価対象部位に砂利が衝突した際に跳ね返らず，貫入するものと

して評価する。砂利の諸元を表 3－3，配管及び弁の衝突評価に用いる荷重を表 3－4 に示

す。 

表 3－3 砂利の諸元 

飛来物 
ｄ 

(m) 

Ｋ 

(-) 

Ｍ 

(kg) 

ｖ 

(m/s) 

水平方向 鉛直方向 

砂利 0.04＊ 1.0 0.2 54 36 

注記＊：等価直径ｄは，設計飛来物の砂利の寸法（0.04×0.04×0.04 (m)）で，0.045（m）となる

が，簡便かつ安全側の評価を実施することを目的にｄ＝0.04（m）を設定 

 

表 3－4 配管及び弁の衝突評価に用いる荷重 

施設分類 施設名称 評価対象部位 荷重 

屋外の外部事象防護対象施設 配管及び弁 配管本体 飛来物による衝撃荷重 

 

(2) 構造強度評価の荷重及び荷重の組合せ 

   a. 荷重の設定 

構造強度評価に用いる荷重は，以下の荷重を用いる。 

(a) 常時作用する荷重 

常時作用する荷重として，持続的に生じる荷重である自重を考慮する。単位長さ当

たりの自重による単位長さ当たりの荷重は以下のとおり計算する。 

ｗ ＝ ｍ•g 

 

    (b) 設計竜巻による荷重 

風圧力による荷重及び気圧差による荷重を考慮する。竜巻防護ネットによる風圧力

の低減はないものとして保守的な評価を行う。なお，非常用ディーゼル発電設備（燃

料移送系）配管及び弁，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備（燃料移送系）配管

及び弁並びに非常用ガス処理系配管及び弁は，竜巻防護対策設備内又は建物内に設置

しているため，風圧力による荷重は考慮しない。さらに，竜巻防護ネットをすり抜け

る砂利による衝撃荷重は砂利自体の質量が小さく，衝突時間が極めて短いことから，

機器へ作用する荷重は構造強度に影響を与えないため，設計竜巻による荷重に組み合

わせる荷重に考慮しない。 
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イ.  風圧力による荷重（ＷＷ） 

風圧力による荷重は，Ⅵ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方

針」の「4.1(3)c.(a) 風圧力による荷重（ＷＷ）」に示す式に従い，算出する。 

ＷＷ＝ｑ・Ｇ・Ｃ・Ａ 

ここで，ｑ＝1/2・ρ・ＶＤ
2 

 

ロ. 気圧差による荷重（ＷＰ) 

気圧差による荷重は，Ⅵ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方

針」の「5. 強度評価方法」に従い，気圧差を見かけ上の配管の内圧増加として考

慮する。具体的な計算方法は，「3.5(2) 構造強度評価の評価方法」に示す。 

ＷＰ＝ΔＰｍａｘ・Ａ 

 

(c) 運転時に作用する荷重 

運転時に作用する荷重として，内圧による荷重を考慮する。 

 

b. 荷重の組合せ 

構造強度評価に用いる荷重の組合せは，Ⅵ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の

強度計算の方針」の「4.1 荷重及び荷重の組合せ」にて設定している荷重の組合せを踏

まえ，配管及び弁の評価対象部位ごとに設定する。 

配管本体には，自重，風圧力，気圧差及び内圧による荷重が作用する。なお，非常用デ

ィーゼル発電設備（燃料移送系）配管及び弁，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備

（燃料移送系）配管及び弁並びに非常用ガス処理系配管及び弁の自重は内圧による荷重に

比べて十分小さいことから，自重を考慮しない。 

構造強度評価に用いる荷重の組合せを表 3－5に示す。 

 

表 3－5 荷重の組合せ 

施設分類 施設名称 評価対象部位 荷重 

屋外の外部事象防護 

対象施設 

原子炉補機海水系配管及び弁 

高圧炉心スプレイ補機海水系配管及

び弁 

配管本体 

①自重 

②風圧力による荷重 

③気圧差による荷重 

④内圧による荷重 

非常用ディーゼル発電設備（燃料移

送系）配管及び弁 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電

設備（燃料移送系）配管及び弁 

配管本体 
①気圧差による荷重 

②内圧による荷重 

外気と繋がっている屋内

の外部事象防護対象施設 
非常用ガス処理系配管及び弁 配管本体 

①気圧差による荷重 

②内圧による荷重 
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3.4 許容限界 

配管及び弁の許容限界は，Ⅵ-3-別添1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の

「4.2 許容限界」に従い，「3.2 評価対象部位」にて設定している部位における機能損傷モー

ドを考慮し，ＪＥＡＧ４６０１に基づく許容応力状態ⅢＡＳの許容応力を用いる。 

(1) 衝突評価の許容限界 

衝突評価においては，飛来物による衝撃荷重に対し，外殻を構成する部材が，機能喪失

に至る可能性のある変形を生じないことを計算により確認する。このため，配管及び弁の

外殻を構成する部材の厚さから計算上必要な厚さを差し引いた残りの厚さを許容限界とし，

配管及び弁の計算上必要な厚さは，ＪＳＭＥ PPD-3411に基づき，算出する。 

配管及び弁の許容限界を表3－6に示す。 

 

表3－6 配管及び弁の許容限界 

外部事象防護対象施設 

外殻を構成する 

部材厚さ 

(mm) 

計算上必要

な厚さ 

(mm) 

外殻を構成する部材の厚

さから計算上必要な厚さ

を差し引いた残りの厚さ 

(mm) 

原子炉補機海水系配管及び弁 5.1* 2.2 2.9 

高圧炉心スプレイ補機海水系配管 

及び弁 
9.3 3.8 5.5 

非常用ディーゼル発電設備（燃料

移送系）配管及び弁 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発

電設備（燃料移送系）配管及び弁 

5.2* 2.7 2.5 

注記＊：評価対象となる配管のうち外殻を構成する部材の厚さから計算上必要な厚さを差し引いた

残りの厚さが最小となる配管を選定する。 

 

(2) 構造強度評価の許容限界 

構造強度評価においては，ＪＥＡＧ４６０１を準用し，許容応力状態ⅢＡＳから算出し

た許容応力とする。材料の設計降伏点はＪＳＭＥ付録材料図表Part5表8により算出した値

を用いる。周囲環境温度がＪＳＭＥ付録材料図表Part5表8記載の中間の値の場合は，比例

法を用いて計算し，小数点第1位以下を切り捨てた値を用いるものとする。配管の許容限界

を表3－7に，許容応力を表3－8に示す。 

 

表 3－7 配管の許容限界 

許容応力状態 
許容限界 

一次応力 

ⅢＡＳ Ｓｙ 
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表 3－8 配管の許容応力 

評価対象配管 
Ｄ 

(mm) 
材質 

温度条件 

（℃） 

Ｓｙ 

(MPa) 

原子炉補機海水系配管 
711.2 SM400C 40 215 

508.0 SM400C 40 215 

高圧炉心スプレイ補機海水系配管 267.4 STPT42 40 245 

非常用ディーゼル発電設備（燃料移送系）配管 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備（燃料移送

系）配管 

76.3 STPT42 40 245 

60.5 STPT42 40 245 

非常用ガス処理系配管 406.4 STPT42 120 217 
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 3.5 評価方法 

   配管及び弁の強度評価は，Ⅵ-3-別添 1-1「竜巻への配慮が必要な施設の強度計算の方針」の

「5. 強度評価方法」にて設定している強度評価が必要な機器の評価式を用いる。 

   (1) 衝突評価の評価方法 

飛来物が外部事象防護対象施設に衝突する場合の貫通限界厚さは，「タービンミサイル

評価について（昭和 52年 7 月 20 日 原子炉安全専門審査会）」で用いられている BRL 式を

用いて算出する。 

    Ｔ
3
2＝

0.5∙Ｍ∙ｖ
2

1.4396×103∙Ｋ
2
∙ｄ

3
2

 

 

(2) 構造強度評価の評価方法 

a. 原子炉補機海水系配管及び弁並びに高圧炉心スプレイ補機海水系配管及び弁 

     (a) 計算モデル 

配管は一定距離ごとにサポートにより支持されているため，風圧力による一様な荷

重を受ける単純支持はりとして評価を行う。評価に用いる支持間隔は，管外径，材質

ごとにサポートの支持間隔が最長となる箇所を選定する。配管モデルは，図 3－3のと

おり，曲がり部を直管とみなし評価を行うが，曲がり部の影響を考慮し，当該支持間

隔内にある曲がり部の応力係数のうち最大のものを，最大曲げモーメント発生位置に

おける応力に乗じることとする。保温材を使用している配管については，保温材を含

めた受圧面積を考慮して評価を行う。弁を設置している場合はサポート支持間隔が短

くなるため，弁を設置している場合の受圧面積は最大支持間隔での受圧面積に包絡さ

れる。 

 

 

図3－3 配管のモデル図 

  

支持間隔Ｌ/2 

管外径Ｄ 
ＷＷ 

：受圧面積Ａ 

サポート 

板厚ｔ 

支持間隔Ｌ/2 

支持間隔Ｌ 

最大曲げモーメント発生位置

（曲がり部の影響を考慮し，当

該支持間隔内にある曲がり部

の応力係数のうち最大のもの

を，最大曲げモーメント発生位

置における応力に乗じる） 
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(b) 計算方法 

イ. 竜巻による応力計算 

(イ) 風圧力により生じるモーメント 

風圧力により生じるモーメントは，風圧力による荷重が配管の支持スパンに等

分布荷重として加わり，曲げモーメントを発生させるものとして，以下の式によ

り算定する。 

         Ｍａ＝
ＷＷ∙Ｌ

2

8
 

 

(ロ) 気圧差により生じる応力 

気圧差により生じる応力は，気圧が低下した分，内圧により生じる一次一般膜

応力が増加すると考えて，その応力増加分を以下の式により算定する。 

         σＷＰ＝
ΔＰｍａｘ∙Ｄ

4ｔ
 

 

  ロ. 組合せ応力 

竜巻荷重と組み合わせる荷重として，配管に常時作用する自重及び運転時に作用

する内圧による荷重を考慮する。自重により生じる曲げモーメント及び内圧により

生じる一次一般膜応力は，以下の式により算定する。 

        Ｍｂ＝
ｗ∙Ｌ

2

8
 

        σ内圧＝
Ｐ１∙Ｄ

4ｔ
 

 

したがって，応力係数を考慮した自重及び風圧力により生じる曲げ応力と気圧差

及び内圧により生じる一次一般膜応力を足し合わせ，配管に生じる応力として以下

の式によりＳｐｒｍを算出する。 

Ｓ
ｐｒｍ

=
Ｐｂ∙Ｄ

４ｔ
+
0.75∙ｉ∙ (Ｍ

ａ
+Ｍ

ｂ
)

Ｚ
 

 ここで，Ｐｂ＝ΔＰｍａｘ＋Ｐ１ 
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b. 非常用ディーゼル発電設備（燃料移送系）配管及び弁，高圧炉心スプレイ系ディーゼ

ル発電設備（燃料移送系）配管及び弁並びに非常用ガス処理系配管及び弁 

(a) 計算モデル 

非常用ディーゼル発電設備（燃料移送系）配管及び弁，高圧炉心スプレイ系ディー

ゼル発電設備（燃料移送系）配管及び弁並びに非常用ガス処理系配管及び弁は建物内

等に設置されているため，気圧差による荷重を配管内部に受けるものとして計算を行

う。非常用ディーゼル発電設備（燃料移送系）配管及び弁，高圧炉心スプレイ系ディ

ーゼル発電設備（燃料移送系）配管及び弁並びに非常用ガス処理系配管及び弁のモデ

ル図を図 3－4に示す。なお，気圧差による荷重の影響としては，板厚方向の応力に

よる影響が考えられるが，評価対象施設の管は，耐圧試験を実施しており，気圧差に

よる荷重と耐圧試験圧力（（例）気圧差による荷重：0.0075（MPa），耐圧試験圧力

（非常用ディーゼル発電設備（燃料移送系）配管及び弁並びに高圧炉心スプレイ系デ

ィーゼル発電設備（燃料移送系）配管及び弁）：1.47（MPa））を比較し，十分小さい

ことから影響はない。 

 

 

図 3－4 非常用ディーゼル発電設備（燃料移送系）配管及び弁，高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電設備（燃料移送系）配管及び弁並びに非常用ガス処理系配管及び弁のモデル図 

 

(b) 計算方法 

イ. 配管に作用する圧力により生じる周方向応力 

配管に作用する圧力は，設計竜巻により発生する気圧差及び運転圧が影響するの

で， 

Ｐｂ＝ΔＰｍａｘ＋Ｐ1 

        σθ＝
Ｐｂ∙ｒｍ

ｔ
 

ただし， 

        ｒｍ＝
Ｄ－ｔ

2
  



 

17 

S2
 補

 Ⅵ
-3
-別

添
1-
9 
R0
 

4. 評価条件 

「3. 強度評価方法」に用いる共通評価条件を表 4－1に示す。 

 

表 4－1 共通評価条件 

ＶＤ 

(m/s) 

Ｃ 

(-) 

ｑ 

(N/m2) 

ΔＰｍａｘ 

(N/m2) 

g 

(m/s2) 

92 1.2 5189 7500 9.80665 

 

(1) 原子炉補機海水系配管及び弁並びに高圧炉心スプレイ補機海水系配管及び弁 

「3. 強度評価方法」に用いる評価条件を表 4－2，表 4－3に示す。 

 

表 4－2 評価条件（原子炉補機海水系配管及び弁） 

Ｄ 

(mm) 
材料 

Ｌ 

(m) 

ｔ 

(mm) 

ｍ 

(kg/m) 

Ｐ１ 

(MPa) 

ｉ 

（-） 

711.2 SM400C 11.66 9.5 547.1 0.9807 2.37 

508.0 SM400C 8.49 9.5 309.3 0.9807 2.11 

 

表 4－3 評価条件（高圧炉心スプレイ補機海水系配管及び弁） 

Ｄ 

(mm) 
材料 

Ｌ 

(m) 

ｔ 

(mm) 

ｍ 

(kg/m) 

Ｐ１ 

(MPa) 

ｉ 

（-） 

267.4 STPT42 6.20 9.3 110.2 0.9807 1.35 

 

(2) 非常用ディーゼル発電設備（燃料移送系）配管及び弁，高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電設備（燃料移送系）配管及び弁並びに非常用ガス処理系配管及び弁 

「3. 強度評価方法」に用いる評価条件を表 4－4，表 4－5に示す。 

 

表 4－4 評価条件（非常用ディーゼル発電設備（燃料移送系）配管及び弁並びに高圧炉心スプレ

イ系ディーゼル発電設備（燃料移送系）配管及び弁） 

Ｄ 

(mm) 
材料 

ｒｍ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

Ｐ１ 

(MPa) 

76.3 STPT42 35.55 5.2 0.101 

60.5 STPT42 27.65 5.5 0.9807 

 

表 4－5 評価条件（非常用ガス処理系配管及び弁） 

Ｄ 

(mm) 
材料 

ｒｍ 

(mm) 

ｔ 

(mm) 

Ｐ１ 

(MPa) 

406.4 STPT42 198.45 9.5 0.0206 
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5. 強度評価結果    

(1) 衝突評価結果 

竜巻発生時の砂利の貫通限界厚さを表 5－1に示す。砂利の貫通限界厚さ(1.0mm)と配管

及び弁の外殻を構成する部材の厚さから計算上必要な厚さを差し引いた残りの厚さとの比

較を表 5－2に示す。砂利の貫通限界厚さは，配管及び弁の外殻を構成する部材の厚さか

ら計算上必要な厚さを差し引いた残りの厚さ未満である。 

 

表 5－1 砂利の貫通限界厚さ 

飛来物 

Ｔ 

(mm) 

水平方向 鉛直方向 

砂利 1.0 1.0 

 

表 5－2 配管及び弁の衝突評価結果（砂利） 

外部事象防護対象施設 
Ｔ 

(mm) 

外殻を構成する部材の厚

さから計算上必要な厚さ

を差し引いた残りの厚さ 

 (mm) 

結果 

原子炉補機海水系配管及び弁 1.0 
2.9 

（配管） 
貫通しない 

高圧炉心スプレイ補機海水系配管及び弁 1.0 
5.5 

（配管） 
貫通しない 

非常用ディーゼル発電設備（燃料移送系）

配管及び弁 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備

（燃料移送系）配管及び弁 

1.0 
2.5 

（配管） 
貫通しない 

 

(2) 構造強度評価結果 

a. 原子炉補機海水系配管及び弁並びに高圧炉心スプレイ補機海水系配管及び弁 

竜巻発生時の強度評価結果を表 5－3，表 5－4に示す。原子炉補機海水系配管及び弁

並びに高圧炉心スプレイ補機海水系配管及び弁に発生する応力は，許容応力以下であ

る。また，弁の厚さは配管に比べ厚いため，弁の評価は，配管の評価に包絡される。 
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表 5－3 評価結果（原子炉補機海水系配管及び弁） 

Ｄ 

(mm) 
材料 

σ 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

711.2 SM400C 103 215 

508.0 SM400C 65  215 

 

表 5－4 評価結果（高圧炉心スプレイ補機海水系配管及び弁） 

Ｄ 

(mm) 
材料 

σ 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

267.4 STPT42 39  245 

 

 

    b. 非常用ディーゼル発電設備（燃料移送系）配管及び弁，高圧炉心スプレイ系ディーゼ

ル発電設備（燃料移送系）配管及び弁並びに非常用ガス処理系配管及び弁 

竜巻発生時の強度評価結果を表 5－5，表 5－6に示す。非常用ディーゼル発電設備

（燃料移送系）配管及び弁，高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電設備（燃料移送系）配

管及び弁並びに非常用ガス処理系配管及び弁に発生する応力は，許容応力以下である。

また，弁の厚さは配管に比べ厚いため，弁の評価は，配管の評価に包絡される。 

 

表 5－5 評価結果（非常用ディーゼル発電設備（燃料移送系）配管及び弁並びに高圧炉心スプ

レイ系ディーゼル発電設備（燃料移送系）配管及び弁） 

Ｄ 

(mm) 
材料 

σ 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

76.3 STPT42 1 245 

60.5 STPT42 5 245 

 

表 5－6 評価結果（非常用ガス処理系配管及び弁） 

Ｄ 

(mm) 
材料 

σ 

(MPa) 

許容応力 

(MPa) 

406.4 STPT42 1 217 

 

 




